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○ 農林漁業及び関連産業の経済活動の把握と分析・予測に資する

ため、平成27 年6月に公表された総務省等10 府省庁「平成23 年
（2011 年）産業連関表」を基に、農林漁業及び関連産業を中心に独
自に部門統合を行うなどして取りまとめた加工統計。

○ 昭和40 年（1965年）産業連関表が公表されて以来、おおむね5年
毎に、農林水産省において独自に作成、公表。

○ 以下の2つの部分から構成。
① 産業連関表からみた農林漁業及び関連産業

② 食用農林水産物の生産から飲食料の最終消費に至る流れ（飲食費のフロー）



我が国の農林漁業に係る財・サービスの流れの全体像、他産業

部門との間の取引状況（投入及び産出）等の概要を示したもの。

［統計表］

1 取引基本表 （9部門分類）

① 産業連関表からみた農林漁業及び関連産業産業連関表からみた農林漁業及び関連産業産業連関表からみた農林漁業及び関連産業産業連関表からみた農林漁業及び関連産業

1 取引基本表 （9部門分類）

2 取引基本表 （行112部門×列103部門）

3 投入係数表 （行112部門×列103部門）

4 逆行列係数表 （100部門）

5 最終需要項目別生産誘発額等（100部門）

6 雇用表 （103部門）

表表表表 産業連関表からみた農林漁業及び関連産業産業連関表からみた農林漁業及び関連産業産業連関表からみた農林漁業及び関連産業産業連関表からみた農林漁業及び関連産業

（生産者価格評価表、9部門分類、2011年）

（注）9部門

農業、 林業、 漁業、

食品製造業、非食品製造業、

資材供給産業、関連投資業、

外食産業、

その他内生部門



○ 国内に供給（国内生産又は輸入）された食用の農林水産物が、

食品製造業、食品関連流通業、外食産業を経由して、最終消費さ

れるまでの流れを金額で示したもの。

（注） 食品製造業で生産された加工品のうち、国内で食用として消費されない分

については、農林水産物、加工品、流通経費から遡って控除しているなどの

② 食用農林水産物の生産から飲食料の最終消費に至る流れ食用農林水産物の生産から飲食料の最終消費に至る流れ食用農林水産物の生産から飲食料の最終消費に至る流れ食用農林水産物の生産から飲食料の最終消費に至る流れ

（飲食費のフロー）（飲食費のフロー）（飲食費のフロー）（飲食費のフロー）

については、農林水産物、加工品、流通経費から遡って控除しているなどの

推計を行っているため、単純に産業連関表から抽出した数値とは一致しな

い。

○ フードシステム全体の構造を把握できる他に例のない統計である

ことから、各種論文等で引用されることも多い。

（例） 高橋正郎「フードシステム学とその課題」

高橋、斎藤編『フードシステムの理論と体系』農林統計協会、2002。

○ 時系列比較時系列比較時系列比較時系列比較について

・ 産業連関表は、作成の都度、部門の概念・定義・範囲の変更が行

われているため、本統計は1980年まで遡って再推計。

・ 特に2011 年産業連関表は、「経済センサス－活動調査」のデータ
を重要な基礎資料の一つとして初めて用いるなど、多くの部門で利

飲食費のフロー（続き）飲食費のフロー（続き）飲食費のフロー（続き）飲食費のフロー（続き）

を重要な基礎資料の一つとして初めて用いるなど、多くの部門で利

用したデータや推計方法を見直し。

・ また、飲食サービス（外食）については、日本標準産業分類の見

直しを受け、新たに「持ち帰り・配達飲食サービス」（注）を含むこと

に。

注：客の注文に応じその場所で調理した飲食料品を提供する事業所のうち、その場所で飲食することを

主たる目的とした設備を有さない事業所（持ち帰り寿司店、宅配ピザ屋、ケータリングサービス店等）



図１図１図１図１ 飲食料のフロー飲食料のフロー飲食料のフロー飲食料のフロー（（（（2011年）年）年）年）

注：1) 旅館・ホテル等での食事は、使用された食材を「生鮮品等」「加工食品」の最終消費額として計上。

2) 加工食品のうち精穀、食肉及び冷凍魚介類は、最終消費においては「生鮮品等」として扱っている。

3) 内は、各々の流通段階で発生する流通経費（商業マージン及び運賃）である。
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図２図２図２図２ 飲食料の最終消費額の推移飲食料の最終消費額の推移飲食料の最終消費額の推移飲食料の最終消費額の推移

（統計書本体では表５）
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注： 加工食品のうち精穀、食肉及び冷凍魚介類は「生鮮品等」に含まれている。
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図３図３図３図３ 食品製造業に投入される食材の金額の推移食品製造業に投入される食材の金額の推移食品製造業に投入される食材の金額の推移食品製造業に投入される食材の金額の推移

（統計書本体では表７）
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図４図４図４図４ 最終消費からみた飲食費の部門別の帰属額の推移最終消費からみた飲食費の部門別の帰属額の推移最終消費からみた飲食費の部門別の帰属額の推移最終消費からみた飲食費の部門別の帰属額の推移

（統計書本体では表６）

注：帰属額とは、飲食料の最終消費額のうち当該部門に帰属する額で、付加価値より広い概念である。
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図６図６図６図６ 飲食費、国内総生産及び年齢階層別人口の推移飲食費、国内総生産及び年齢階層別人口の推移飲食費、国内総生産及び年齢階層別人口の推移飲食費、国内総生産及び年齢階層別人口の推移

資料：農林水産省「平成23年（2011年）農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表（飲食費のフロー

を含む。）」、（2016.3）、内閣府「国民経済計算」、総務省「国勢調査」「推計人口」
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